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国際司法裁判所
コンゴ領域における武力活動事件 (2002年新提訴)
(管轄権 ･受理可能性判決 2006年2月3日)
玉 田 大
-.事 実
2002年5月28日.コンゴ民主共和国 (IaRepublquedemocratlqueduCongo以下.RDC
と略す)はルワンダ共和国 (1aRepublqueduRwanda.以下,ルワンダと略す)を相手取っ
て匡L際司法裁判所に提訴した‖ノoRDCは大規模で重大かつ明白な人権侵害と国際人道法の
違反に関する紛争を捷超し,これらの侵害行為が,RDCの主権と領土保全を明らかに侵害
する形で,RDC領域内で行われたルワンダの武力攻撃行為 (actesd'agresslOnarmee)か
ら生じていると主張する｡RDCは裁判所規程36条 1項に言及しつつ,管轄権を基礎付ける
ために以下のものを採用したQ(1)人種差別撤廃条約36条,(2)女子差別撤廃条約29条1項,
(3)シェノサイド条約9条,(4)WHO憲章75条,(5)ユネスコ憲章14条2項.(6)専門機関特権
免除条約9条,(7)拷問禁止条約30条1項,(8)民間航空不法行為防止条約 (モントリオール
条約)14粂1項,(9)ウィーン条約法条約66条しっ5月28日,提訴の直後に RDCは仮保全措
置を請求したが,裁判所は一見したところの (Prlmafacle)管轄権を有さないと判断し,
同請求を棄却した く2002年7月10日の命令)｡当事国との会合を経て,裁判所は管轄権と受
理可能性に関する問題についての書画を提出するよう当事国に求めた (2002年9月18日の
命令)(1-10項)0
二.当事国の主張 (ll-14項)
請求訴状において RDCは,ルワンダが以~下の点で国際条約に違反したと二E張している｡
a)人権侵害により,国連憲章2条3,4項とOAU憲章3,4条に違反する｡b)女子差
別撤廃条約,人種差別撤廃条約,拷問禁止粂札 ジェノサイド条約,WHO憲章,ユネス 四
(1)AHaまredosaclLUlte'sarm占essurleternto27-L7duCongo(nouvelerequete ZOO2)(RepublC
d白mocratlqueduCc'ngoc.Rwanda).Competen(:edelaCouretrecevablltedelarequete.Arr色t
du3fevrler2006.本件訴訟資料 (請求訴状,口頭弁論記録,判決文,裁判官少数意見)は全て裁
判所の公式サイトで入手可能である (http/′wwwICJ-ClJ.Org/)｡なお公式文書が末公刊のため,
引用は該当パラグラフ番号を用いる｡
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コ憲章といった国際人権条約に違反する｡C)ボーイング727機の撃墜により,同連憲串,
国際民間航空条約 (シカゴ条約),航空機1､法帝取防L条約 (ハーグ条約)及び民間航空不
法行捌別 二条約 (モントT)オール条約)に遥反するし〕d)350万人のコンゴ人を殺害したこ
とにより.Lu_.界人橋宣言や自由権規約,ジTlノサイド条約その他で完められるLii命権を位
害したL〕以 上二より.RDCは以下の点を求めている. 1)ルワンダ'申.はRDC領域からLETiち
に撤退しなければならない｡2)ルワンダはE=kl軍隊がコンコ領域から即時無条件に撒jil
することを確保する義務を負う,13)RDCはルr)ンダから損害賠償を得る権利を有する
Lll項)D
なお,ルワンダは.裁判所が管轄権を有しておらず,RDCの請求は受坪不可能であると
封土毒しており,他)Jで RDCは,ルワンタの提起 した管終権抗弁と受理叶能性抗弁はいず
れも認められないと_+-.張している (12-13項)D
三.判決要旨
1.拷問禁止集約 (16項)
ルワンダは拷問禁止条約の当事LIJでないことを認めており,裁判所は働呆全命令 (2002
年7F]10H)においてこれに留意している (C,/./.Re(･〟pl2002,p.242.par,61)oルワン
ダは申述書において,RDCが当該条約の､当事l車1でないため,明らかに管轄権の基礎となら
ないと手.脹 しているが,RDCはこの点について一切反論 していない｡従ってRr)Cは管轄
権の基礎として拷問禁止条約を援用することはできない､⊃
2.専門機関特権免除集約 (17項)
仮保全手続の最終段階で.RDCは特権免除条約に管轄権を基礎付けようとしなかったた
め,当該条約を考慮する必要はなかった(.RDCは管轄権段階でも同条約を援用しようとし
ておらず,本判決でも考慮 しない｡
3.応訴管轄 (bmJ¶P/0/PgarUm)(18-22項)
RDCは,ルワンダが封1について｢1豆白陳述を行うことを芥認 したことが管杵権の承認に
あたるという.他九 ルワンダは,本件において裁判所の管轄権の ｢自zjt膵Jで確実な承認｣
は存li:しないという,J判例上,被2;･の態蛙は管轄権を ｢イT発的で確実に｣(demaniere
･volontalre.lndlSCutable,)承認するという社告司の意思を ｢明確に示 したもの｣(une
･manifestatlOnnOnequlVOque》)でなければならない (コルフ海峡事件 CLJ.Recucl
1947-]948,p.27;シェノサ イド条約適Tl事件 Cu RerlLeil1993.p.342.par.34,ヒ部シ
レシアの少数者権利事什C.PJ.ISdn'e.4.7l]15､p.24)｡本件でルワンダは,明示的に何度
三 も裁判所の管轄権に異議を唱えている (コンゴ領域における武力活動事件C.I./.RecILel
2002,p.234,238)E〕従って.ルワンダの態度は ｢自発的で確実に｣裁判所の管轄権を承認
する意思を ｢明確に示したもの｣とはみなされない.
4.仮保全措置命令 (23-25項)
2002年7HlOHの仮保全措吊命令において裁判所は,｢明らかに無管轄というわけではな
い (1-absencedlnCOmpetencemanlfeste)ため,幸作を総件名簿から削除すべきであると
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いうルワンダの請求は認められない｣と述べているL,RDCは ｢明らかに無管轄ではない｣
という認定により管轄権が認められたと主張する｡しかし,仮保全措置請求の審査は緊急
のものであり,管轄権についての最終的決定は行わない｡裁判所が ｢明らかな無管轄の認
定｣(constatd'lnC()mpetenCemanifeste)に達 した場合には,適切な軸去運営の考慮から
事件を総件名簿から削除することが求められる(武力行使の合法性事件 C./J.I?ecueZ/1999
(I),p.7731774,par.40,p.925-926,par.3上目 他方,明らかな無管轄を結論付けない場合
には,裁判所は事件を削除せずに管轄権問題を審査する権利を留保する (本件仮保全措吊
命令 Cl.IJ.ReL･lLPl-12002,p.249,アングロ ･イラニアン石油会社事件 C.IJ,RecILeZ/1951,
p.114:漁業管轄権事件 CJJ.Hecuel/1972,p.34.par.21:ニカラグア事件 C.IJ.Recuel
1984,p.186,par.40,仲裁判決事件 CI.J.Refuel/1990,p.69,par.23,武力行使の合法性
事件 C.IJ,Recuel/1999,p.139-140,par.46)L裁判所は,本件のイ反保全措置命令 (2002年)
において,｢管轄権の明白な欠如｣(undefautmanifestedecompetence)を結論付けなかっ
たが,これは管轄権の承認と同じではない〕裁判所は一見したところの管轄権が欠如して
いることを理山に仮保全措置の指示を否認しており,むしろ管轄権について重大な疑義を
守.しているL1
5.ジェノサイド条約 9集 (26-70項)
請求訴状においてRDCは,ルワンダがジェノサイド条約2条および3条に違反すると
主張 し,管轄権の基礎として同条約9条を援用Lた｡同条は次のように規rJ17Eする｡｢この条
約の解釈,適用又は履行に関する締約国間の紛争は.集I.fl殺害又は第3条に列挙された他
の行為のいずれかに対する国の責任に関するものを含め紛争当事国のいずれかの背斜 二よ
り国際=F･J.法裁判所に付託する｣oルワンダは,同9条全体に対して山国が付 した留保によ
り,裁判所の管轄権は排除されると主張しているが,これに対して RDCは当該留保の有
効性に異議を唱え.さらにルワンダが当該皆目某を撤回していたと主張 したO後者につき,
RDCは,ルワンダの1995年2JJ15E]のデクレ.ロワ (undecreトloi)(2)と同国司法人F;Tの
2005年3才]17日の声明を引用した｡以下,留保の撤回とその有効性を順に検討する (26-29
項),〕
(1) 留保の撤回 (30-55項)
RDCによれば,アルーシャ議定書 (1993年8月3H)15条により,ルワンダは ｢人権に
関する｣国際条約の当事国となり,自らのィ､｣していた鮒 呆をすべて撤回することに合意 し
ており,さらにデクレ.ロワ014/01(1995年2月)がこれを実施しているという ｡また,
(2)フランス法上のデクレ･ロワについては次を参照 ｢[政府のなす]委任法 ah,_I-三･第四共和政 四
において.国会の盃任により,口約と期間を限J,EL,かつ国会の追認を条件として,法律の改廃 二
をなし,法律と同一の効))をもつものとされたテクレ.第五共和政のオルドナンスordonnance
(第五憲38条)に相当｣｢､山口俊夫編 『フランスJjさ辞典』(東京大学出版会2002年)145頁｡,RDC
とルワンダの法律は,いずれも旧植上帥tであるベ ルギーの法律の影響をJ妥けている｡なれ RDC
によれば,ルワノダ法上のテクレ･ロrjは.行政府 卜 般的には共和国大統領)による行鶏であ
り,議会が休会中で緊急を要する場合という2要件が課されるという｡CR200520(Congo,M
KalansL).p.30(para.19)
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刷連人権委員会第61会合におけるルワンダ叶は大lT･Iの声明 (2005年3月17円)により,ジェ
ノサイド条約 9条に付 された同国の留保は1995年以降撤回されていると主張する (30-33
項)｡
これに対してルワンダは以下のように反論するO第 1に,アルーシャ和平協定は国内合
意 (anaccordlnterne)であり,他国に対するルワンダの義務を定めていない｡第2に,
アルーシャ議定書15条はジェノサイド条約を明示していない｡第3に,問題のテクレ ･ロ
ワはルワンダ議会で事後承認されていないため,失効している (estdevenucaduc)｡第4
に,ルワンダは留保の撤回を国連事務総長に通告していないO第5に,司法大臣の声明は,
外務大臣や政桁の長のものではないため,｢特定の留保を撤回する｣ようルワンダに義務付
けることはできない (34-37項)0
両国はジェノサイド条約の当事国であるが, ルワンダの加入番は同9条につき次の留保
を付 しているo｢ルワンダは本条約の9条に拘束されるものとはみなさない'3'｣(38-39項)｡
第 1に,1995年2月15口のデクレ･ロワについて検討する｡このデクレ･ロワは,｢ルワ
ンダの付したあらゆる留保は概回される｣と規定する (第 1条)｡国内法秩l事における留保
撤回の決定と,それを国際法秩序において実施することはLi別すべ きであり,後者は留保
の撤回を他の条約当事匝=二対 して通知 (lanotification)して初めて機能する｡他の条約締
約LjiJが留保の撤回通知を壕領 しないr:Rり. 当該他国に対 して留保撤回が効果を有きないこ
とは,｢法的安定性の原則 (prlnCipedesecurltejuridique)から生 じ,実行上で十分に確
立した国際法規則｣であり,条約法条約22条3項a)もこれを示しているし本件において,
ルワンダはジェノサ イド条約の他の当事国に対 しても,国連事務総長に対 しても,留保の
撤回を通知していないため.デクレによって留保が轍LH]されたとはみなされない (40-44
｣~tlい
第2に,ルワンダ司法大臣の声明の法的効果について検討するo｢国家の長,政府の良及
び外務大臣は.自らの職務を果たすだけでも当該国家を代表するものとみなされる｡これ
には国際約束たる効力を有する一方的行為を行うこと (1'accomplissement[..]d'actes
unilaterauxayantvaleurd'engagementlntematlOnal)が含まれるのであ り,このことは
確立した国際法規則である｣(柁実験制 牛C.IJ_Recuel1974.p.269-270.par,49-51,ジェ
ノサイ ド条約適用事件 C.IJ.Recuei11996(II),p.622,par.44I,逮捕状事件 C,IJ.Recuel/
2002.p.21-22.par,53.,東部グリーンランド事件 C.PJI.SelrieA'BJo53,p,71)oただし,
国家を代表するその他の者が,自らの声明によって国家を義務付けることが認められるこ
とも多くなっており,司法大臣の声明が国家を兼務イ｣けることを原則として排除すること
はできない｡なお,本件の声明の法的効力については,｢寅の内容｣(lecontenureel)と
声明がなされた｢状況｣uesclrCOnStanCeS)を検討 しなければならない｡第 1に声明の ｢内
容｣については,この種の声明は ｢明瞭で詳細な対象｣(unob〕elclairetprecis)を有さ
(31 `LaRepublLquerWandalSeneSeCOnSldereFascommel1台eparI-artlCleIXdeladite
conventlOn>
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ない限り法的義務を生み出さない (核実験事件 C.IJ.Recueil1974,p,267,par.43.p.269,
par.51:p.472.par.46;p.474.par.531｡問題の声明は,ルワンダの留保に一般的に言及
するが.ジェノサイド条約9条の留保には触れていないため,声明の内容は十分に詳細で
はないO従って,声明は一方的約束とはみなされない｡第2に,声明がなされた状況につ
以上より,ルワンダが自国の留保を撤回したというRDCの主張は認められない (45-55
項)o
(2)留保の有効性 (56-70項)
RDCは次のように主張する｡第1に,ジェノサイド条約は強行規範に属する規範を含ん
でおり,同9条に対するルワンダの留保は,強行規範を保護するという裁判所の崇高な任
務を妨げるものであるため無効である｡第2に,ルワンダの留保は同条約の趣旨及び目的
と両立しない (56-59項)0
他方,ルワンダは次のように主張する｡第1に,ジェノサイド条約の実体規定上の規範
は強行規範性 (lestatutdejusc')gens)を有L,対世的権利義務を定めているが,それだ
けでは裁判所の管轄権を付与するには十分でない｡第2に,9条の留保は条約の実体義務
ではなく,手続条項に関するものであるため,条約の趣旨及び目的と両立する (60-63IfI)O
｢ジュノサイド条約の基礎にある諸原則は.条約上の関係を超えて,あらゆる国家を拘
束するものであると文明国が認めた謂原則であり｣(ジェノサイド条約留保事件 C.JJ.
Recueil1951.p23),それ故,｢同条約で認められた権利義務は,対世的権利義務 (droltS
p.616,par.31)oただし,｢規範の対世的な対抗可能性 (l'opposabilt台ergaomnes)と管轄
権の同意規則は異なるものであり｣(束チモール事件 C.IJ.Recuel11995.p.102,par29),
紛争において対世的な権利義務が問題となっているからといって.裁判所の管轄権が付与
される訳ではないoこのことは,一般国際法 上･_の強行規範と管轄権の設定の関係にも当て
はまる｡｢ジェノサイドの禁止がまさにこのような[強行規範たる性質を有する]場合にあ
たるのであるが,紛争がそのような [強行規範たる]性質を有する規範の遵守に関するも
のであったとしても,それだけでは裁判所の管轄権を基礎付けることにはならない｡裁判
所規程により,管轄権は当事国の同意に基礎付けられるのである∫4ノ｣｡他方で,ジェノサイ
ド条約において留保は禁止されておらず (ジェノサイド条約留保事件 C.IJ.Recuell1951,
p.22).条約の趣旨及びE]的と両立する限り認められるO｢ジェノサイド条約9条は裁判管
轄権に関するものであり,ジェノサイド行為そのものに関する実体義務 (lesobligatjonsde
(4) para.46 ･IlenvademimequantauxrapportsentrelesnormesimpE･ratlvesdudrol一
lnternatlOnalgeneralUuscogp715JetretablSSementdelacompetencedelaCourlefaltqu'un
dlferendportesurlerespectd`unenormepossedantuntelcaractere,cequ】estassurementle
casdel'1nterdlCtLOndugenocide,nesauraltenlul-mimefonderlacompetencedelaCourpour
enconnaitre.EnvertuduStatutdelaCour,cetecompetenceesttouJoursfondeesurle
consentementdespartleS書.
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fond)には貰三響しない｣｡それ放,同9条のf1.71米は,条約の趣旨及び目的と両i'/-しないもの
とはみなされない｡つまた,裁判所は以前に条約 9条の留保の効果を認めている (武力行使
の合法性事件 C.IJ.RecueL-11999,p.772,par.32-33:p.924,par.24-25)し､以 卜より,シェ
ノサイド条約9条は本件において筈轄権の基礎とならない (64-70頂)(,
6.人種差別撤廃集約22集 (71179項)
RDCは管轄権の基礎として人種差別撤廃粂約22条を援用し,ルワンダが同条約 1条の人
種差別行為を行ったと主張 した()同22条は次のように規定するL〕｢この条約の解釈又は適用
に関する ▲以上の締約凶の閲の紛争であ-｣て,交渉又はこの条約に明示的に定められてい
る手続によって解決されないものは,紛争=tl'[!Jl.同が他の解t'火方法について合意しない限 り,
いずれかの紛争当事国の要請により.決定のためLjil際臼｣法裁判所に付託される｣亡,これに対
してルワンダは,同22条全体に留保を付 しているため親判所は帯轄権を有さないと封起し
は無効である (denulefet)と~日長する〔lまた,｢あらゆる留保を撤回する｣というルワ
ンダ基本法(lalotfondamentalerwandaise)による公約により.当該留保は失効(caduciteJ
あるいは廃止 (desuetude)されたという (71-73項)⊃
両性=ま人種差別撤廃条約の､巧事[巨1であるが,ルワンダは次の留保をイLlしているしっ｢ルワン
ダは本条約の22条に拘束されるものとはみなさない｣｢,第 1に,酎呆の失効に関しては,人
種差別撤廃条約20条3項に規',lEされた留保撤r･lの通知を行っていないため,当該皆目呆は維
持されているし)第2に.条約当事匝1の-:.'710) -.以 Lの取議 (同20粂2項)がないため,ル
ワンダの留保は同条約の趣旨及び目的と両 :/-しないものとはみなされていなかった〔)第3
に,ルワンダの留保が強行規範と抵触するという議論に関しては,ジェノサ イド条約9条
に関する判断を繰 り返す,すなわち.紛争が強行規範の不遵守に関するものであっても,
裁判所の管轄権を基礎付けることにはならない,以 卜より,人種幕別撤廃条約22条に基づ
く裁判管轄権は認められない (74-79項)0
7.女子差別撤廃集約29集1項 (80193項)
RDCは管轄権の基礎として女子羊別撤廃条約29条 l項を枝川し,ルワンダが同条約 1条
の義務に違反したとj:張した｡同29条11'iは次のように規定する(,｢この条約の解釈又は適
用に関する締約凶問の紛争で交淑 二よ-｣て解LILされないものは,いずれかの紛争当刺せJの
要請により,仲裁に付される′仲奴の要請のHから六箇月以内に仲裁の組織について紛争
当事国が合意に達 しない場合には,いずれの紛争二lTJl-Tqも.国際司法裁判所規手引二従って
二 国際百J法裁判所に紛争を付託することができる｣｡
元 ルワンダは,l司29条の定める要件がいずれも満たされていないと主張するLl第1に,R工)C
は提訴lJTJに本条約を 一切援用したことがなく,第2に.瑞i亥条約の解釈又は適用に関する
紛争のための交渉がなされていないというりまた,本件では仲裁に付託する試みもなされ
ていないという (81-84項)0
他方でRDCは,条約29条の盤作はすへて満たされると主張する〔,第 1に,,k渉は匡L際
機構の枠内のものであってもよく,アフリカ人権委員会への瑚牛付託 (1999年21J24H)
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は ｢真の仲裁の役割｣を果たしているというっまた.安保群決議1304と1417が採択されて
おり,交渉の試みがあったという (85-86項)｡
両国は女子差別撤廃条約の当事国であり,同条約29条は重層的な要件を定めているo条
約中の管轄権条項上の要件の検討は,受理叶能僅ではなく,管轄権の検討に該当する｡｢i･J
29条により,両国間の29条に関する紛争が交渉の対象となることが求められるが,RDCが
本条約の解釈又は適用に関する交渉を行おうとしたことを示す証拠はなく,RDCが仲裁手
続を試みたという証拠もないo以上より,女 /溝二別撤廃条約29条 1項は管轄権の基礎とは
ならない (87-93項),
8.WHO憲章75集 (94-107項)
RDCは管轄権の基礎としてWHO憲章75条を採用する｡同条は次のように規定するU
｢この条約の解釈又は通則 二関するあらゆる問題文は紛争で,交渉または世界保健総会に
よって解決されないものは,関係当事国が他の紛争解決方法に合意しない限り,l司際司法
欺判所規程に従って国際司法裁判所にIJ託される｣,RDCは,ルワンダが憲章 1条と2条
に違反したと+-.張する (94項)O
ルワンダは,第1にWHO憲章が適用不可能であると主張し,第2に同75条の諸要作が
満たされていないと主張する｡後者については,RDCの主張は同憲章の解釈又は適用に関
する問題又は紛争を導くものではなく,さらに,交渉や世界保健総会による解決が不可能
であることという要件を満たさないと主張するo他方,RDCは,75条で求められるのは/1
渉又は世界保健総会による解決であり,これらは重層的なものではなく,本件では交渉を
選択したが,それが失敗したと主張する (95-98項),i
両国はWHOの加盟国である｡憲章75条では.問題又は紛争が同憲章の解釈又は過T]に
関するものであることが求められるが,RDCはそのような問題文は紛争が存在することを
示さなかった｡また,交渉による角耶丸の試みなどの要件が満たされたという証拠を提示し
ていないo以上より,WHO憲章75条は管轄権の基礎とはならない (99-101項)｡
9.ユネスコ憲章14集2項 (102-109項)
RDCは管轄権の基礎としてユネスコ憲章14条2項を援用する,同条は次のように規定す
るo｢この憲章の解釈に関する疑義又は紛争は,総会がその手続規則に基づいて決'起すると
ころにより,国際司法裁判所叉は仲裁裁判所に決定のために付託する｣｡RDCは,ルワン
ダが憲章1条に違反したと主張する (102項)､
ルワンダは次のように主張するこ､第1に.本什においてl司憲章の ｢解釈｣に関する紛争
は存在しないo第2に,RDCは侵略行為を問題としており,ユネスコ憲章は関連性がな こ
いoまた,憲章 1条は加盟剛 二直接的な兼務を課していないO第3に.RDCは1CJへの 八
紛争付託手続 (憲章14条と規則38条)に従っていないという.他方,RDCは憲章14条は
ICJ付託にあたって諸手続に従う義務を課しておらず,交渉だけで十分であると主張する
(103-106項)0
両国はユネスコの加盟国である(,憲章14条2項は,憲章の解釈に関する疑義又は紛争に
ついてのみ規'jLEしているが,本件ではそのような疑義又は紛争が存在しない｡また,RDC
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はICJl-J託前の手続がとられたことを示す証拠を提示していない｡以上より,ユネスコ憲
章14条2項は管轄権の基礎とはならない (107-109項)｡
10.民間航空不法行為防止集約14集1項 (110-119項)
RDCは管轄権の基礎としてモントリオール条約14条 1項を援用する｡同条は次のように
規定する訂この条約の解釈又は適片目二関する締約国間の紛争で交渉によって解決すること
ができないものは,それらの締約河のうちいずれか一一国の要請によって仲裁に付託される｡
紛争当事国が仲裁の要請の日から六箇月以内に仲裁の組織について合意に達しない場合に
は,それらの紛争当事lxJのうちいずれの一同も,匡順ミ司法裁判所規程に従って国際司法裁
判所に紛争を付託することができる｣｡RDCは,ボーイング727機を撃墜したことにより.
ルワンダは同条約に違反したと主張する (110項)o
ルワンダは,第 1に.本件では条約14条が適用される紛争が存在せず,RDCの主張する
事実は同条約と関係がないと主張し,第2に.同14条の諸要件が満たされていないと主張
する｡他方でRDCは,同14条の諸要件は満たされていると主張する｡第1に.民間航空
機に関する幸作について紛争が存在し,第2に,ルワンダは欠席戦術 (1apolitlquedela
《Chaisevlde》)を実践し,諸会合を欠席していたという (11ト116項)0
両匝=まモントリオール条約の当事匡1である｡同条約14条 1項は諸要件を定めるが,RDC
は条約のどの実体規定が適用されるのかを示さなかった⊃`また,RDCは同14条1項の仲裁
に関する諸要件を満たしていることを示さなかったO以上より,モントリオ-JL,条約14条
1項は管轄権の基礎とはならない (1171119項ト,
11.ウィーン条約法条約66集(120-125項)
最後に,RDCは管轄権の基礎として条約法条約66条を援用する｡同条は次のように規定
する｡｢第53条又は第64条の規定の適用又は解釈に関する紛争の当事者のいずれも,国際司
法裁判所に対し,その決定を求めるため書面の請求により紛争を付託することができるL,
ただし,紛争の当事者が紛争を仲裁にイ･J託することについて合意する場合は,この限りで
はない｣｡RDCは,同66条は ｢強行規範に反する条約の有効性｣に関するあらゆる紛争杏
審理することを裁判所に認めており.ジェノサイド条約9条その他に対するルワンダの留
保は.強行規範を保護するという裁判所の崇高な任務の実現を阻害するものであり.無効
であると主張するしまた.同4条 (条約の不遡及)については,条約法条約53条と64条に
規定された規範の ｢優越件と強行性｣があらゆる時間的考慮を超えて国家を拘束し,当該
規則は遡及する (retroaglrJと主張する (120-122項)0
他方でルワンダは次のように主張する(,第1に,強行規範が裁判所の管轄権を付与する
七 という主張は管轄権の同意原則を無視するものである｡第2に,条約66条は ｢あらゆる｣
紛争を付託するものではなく,強行規範に反すると主張される条約の有効性に関する紛争
のみを対象とするo第3に.条約4条により,条約法条約以前に締結されたジェノサイド
条約と人種差別撤廃条約に対して条約法条約66条は適用されない｡また,同66条は管轄権
に関するものであり,国際慣習法とはなっていないと主張する (123-124項)｡
条約法条約4条は当条約の不遡及適用 (l'applicationnonretroactlVe)を克め.次のよう
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に規定する｡｢この条約は,自国についてこの条約の効力が生じている国によりその効力発
生の後に締結される条約についてのみ適用する｡ただし,この条約に規定されている規則
のうちこの条約との関係を離れ国際法に基づき条約を規律するような規則のいかなる条約
についての適用も妨げるものではない｣｡両匝=まジェノサイド条約 (1948年採択)に加入し
ており (RDCは1962年,ルワンダ1975年),人種差別撤廃条約 (1965年採択)にも加入し
ている (RDCは1976年,ルワンダは1975年)｡しかし,条約法条約84粂2項により,条約法
条約が両国間で効力を発生するのは1980年2月3日でありトヒ記の2つの条約はそれ以前
に締結されている｡従って本件において,条約法条約上の諸規則は,国際慣習法を宣言 した
ものでない限り通用し得ないのであるが.条約法条約66条の規則はそうした性質を有きな
い｡対世的な権利義務や一般国際法上の強行規則が紛争において問題となっていても.その
事実だけでは,管轄権が当事国の同意に依拠するという原則の例外とはならない(125才i)ら
12.結論と付す (126-127項)
以上のように,本件において RDCの接用 した管轄権の基礎はいずれも認められない｡)
同国の請求を審理する管轄権がない以上.受理可能性について判断を下す必要はない (126
項)｡
裁判所は管轄権がないという結論に干ったが,国家が裁判所の管轄権を承認するという
問題と,当該国家の行為の国際法との合致の間には根本的な相違がある｡管轄権を受け入
れるか否かに関わらず,国家は国連憲章その他の国際法規則に基づ く義務に従わなければ
ならず,この規則は国際人道法や国際人権法を含むOまた,国家は自国に課される国際法
に反する行為について責任を有する (127項)∩
13.判決主文 (128項)
以上の理由により,｢裁判所は.2002年5月28日に RDCが提出した請求訴状を審理する
ための管轄権を有きない｣(15対2)0
賛成 シー所長.ランジェウ 7副所長.フ工レシュチェチン.ヒギンズ,パラ ･アラン
グレン,コイマンス,レゼキ,アル ･ハサウネ,バーゲンサール,エララビ,小
和軌 ジンマ, トムカ,アブラアム判事, ドゥガー ド特任判事(5'
反対 :コロマ判事,マヴング特任判事(6`
本判決の正文はフランス語であり.以 卜の少数意見が付されている｡反対意見 (コロマ
判事),共同個別意見 (ヒギンズ,コイマンス,エララビ,小和田,ジンマ判事),宣言 (コ
イマンス判事),個別意見 (アル ･ハサウネ判事),宣言 (エララビ判事),個別意見 (ドゥ
ガー ド特任判事).反対意見 (マヴング特任判事)∩
六
四.熊 取
本件において.RDCは管轄権の基礎として多数の裁判付託条項を提示 したが,裁判所は
これらを全て否認し,管轄権を否定 したLl本件の背景事実に鑑みるに,本来 RDCが強調
(5) M ChrlStOpherJohnRobertDugard ルワンダ側の特任裁判官｡南アフリカ国籍｡
(6) M.Jean-PlerreMavunguMvumbl-d)一NgomaRDC側の特任裁判官OコンゴLi]措く1
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したかったのはルワンダによる武力攻撃であったが 7-,管轄権の基礎が制限されていたた
め,人権佐井等の付随的な問抱をtlJ紬1に,LHさざるを得なかった｡この点で,RDCかウガン
ダを相手に訴えた事件と本件は対照的な結果となっている｡すなわち,前者 〔被告ウカン
し被告ルワンダ)では,ルワンダが選択条Tjl受話市言を寄託していなかったため,多くの
条約が採用されたものの管轄権が!F'足されるに到った.､このように,両事件の帰趨をノ._/)-
したのは,被告国による選択条項受諾宣言の寄託の有無であった｡
後述のように,本件は ICJが初めて強行規範 (ジェノサイドの禁止)を認定したという
S順 で画期的な判決であるが,以下ではまずT･31完に関する幾つかの開祖を検討し,その後
に強行規範と留保の問題を扱うことに｣ようu
l.管轄権判決
本件において,樵:I.'ルワンダは管掛 帝及び受掛.用巨乍=こ対する ｢先決棚 克弁｣を提起し
ている､9〉し､裁判所規則79条 1項に基づいて先決的抗弁が提出された場分,裁判所が職権的
に管轄権の審査を行う場合とは舛なり,判決は ｢先決的抗弁判決｣となるのが通例であるU
では,なぜ本件判決は ｢裁判筈轄権と請求の受理可能件｣に関する判決とされているので
あろうか.この点について注意すべき点は,本件では,先決的抗弁の提起に関わる親､Fり所
規則79条 1項ではなく.同79条2項および3〕flが適川されているという点であるr〕同2項
によれば,先決的抗弁の提出期間の経過後であっても.裁判所が ｢管轄柿と受理可能性の
いかなる問題も別個に決定されるべきであると決めることができる｣とされている､J 実際
に.2002年9Jj4日の裁判手続会介において.ルワンダは批判所規則79条2,3Jf汗二基づ
く手続を用いることを求めている (判決6墳)｡従って,本件は実質的には先決的抗弁鞘Jt
であるものの,裁判fjf規/uJ上,形式的には管轍権 ･受班lU能性判決となっているのであるし,
2.受理可能性抗弁
本件は､裁判所の管轄権と請求の′受瑚可能性の双方についての審坪を行うための手続で
ある (判決6,14項)｡裁判所は管轄株がないという結論に達したため,′受坤日用巨性に関す
る判断は行っていないが (判決126rlri),ルワンダ側は受理J-lT能性抗弁も提起 していた｡そ
の lf瀧 内容は,RDCの ｢新提訴｣に関わるnすなわち,RnCは1999佃 二捉Ltiした請求訴
状を2001JF･'に服下げ,裁判Jj)-rは2001年1H30口の命令で剰牛を総件名簿から削除したが,
その後,2002年5月に,RDCが改めて最初の請求訴状と本質的に同一の請求訴状を裁判所
に提HJ.LたのであるOそこでルワンダは,この稗提訴につき,｢千･続の乱用｣(anabuseo土
thepl-OCeSS)であると仁張しているのである川トノこの点について,ICJの訴訟手続_卜は.紛
五 (7-RequeteintrodL1CtlVed･instancealaCourInternationalede｣usLLCedeLaHayecontre
RepublqL1eduRwanda,le28rnaJ2002,p1
(引 Casec()W(yrJLZngArml,(1/1rlZ,ltJe.Hn7Jh(,TerrTl'ry()Ilht,Co71g()(DL?m()CralLrRe♪ubh'')I/ht,
Cu7g()V.UgaTlda).JL1dgment()f19December2OO5
(9) D台clarat10nalapressedupr6SldentShlJ]LyOng,Lallaye,1e3f6vrler2006
川) MemorlalofRwanda,paras.41-44.CR2OO5/17(Rwanda.MrNgogaJ,p.12tpara】6)､CR
L2OO5/17(Rwanda,MrGreenw()od),p.451para46).
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争を変質させないl･'R度において請求を後に追加修IEすることが認められているLl/.1ところ
が,本件 (コンゴ事件)で問題となったのは,むしろ RDCが一度撤回した請求訴状 と実
ワンダが書面を提出した後に RDCが請求を耶ftげ,改めて同一内容の請求訴状を提起 し
ている点である｡〕すなわち,訴訟手続の進行に関して,RDCは被告ルワンクよりも多くの
時間的猶予を得ているため 1`3',手続上の､下等要請の観点から問題が残ると言えよう(,
3.primaねcieの管轄権と事件削除
本件では,仮保全要件であるprimafacleの管轄権と給件名簿からの事件の削除の関係
が問題となった′｣特に問題となったのは,武ノJ行使の合法性事件 (米国とスペ インに関す
る事件)の仮保全命令 (1999年)との州道である｡当該事件では,ジェノサイド条約 9条
に付された両国の留保を根拠として♪nmlJjtLCleの管轄権が否定され. しかも事件が総件
名簿から削除されているUこれに対して,本件 †コンゴ事件)の仮保全命令 (2002年)で
は.同じくpnmaf(JCL'eの管轄権がないと判断されたものの,事件を総件名簿から削除す
べきであるというルワンダの要請は棄却されている㌧14㌧ なぜこのように異なる判断が 卜さ
れたのであろうか｡ここでまず確認すべ き瓜は,仮保全段階における jmm(1jbcleの管轄
権審査は,最終的な管轄権判断ではないため.管轄権の問題に予断を与えるものではない
轄権が容認される可能性が残っている以 L.総件名簿に事件を稽すのは当然である｡むし
ろ問題となるのは,1999年命令がjmmafarleの管轄権を否定 しつつ,管轄権の最終的な
判断が川ていない時点で事件を総什名簿から削除した点であるっ
この点について,本件(コンゴ事件)判決は,｢管轄権の明白な欠如｣(undefaLl【manifeste
decompetence)の概念によってこれを説n月した (判決25項)｡すなわち,199911命令で
は,ト 見ー しただけでも (memef'rzmafacl'e).ジェノサイド条約 9条は明らかに本件にお
いて管楯権の基礎 とならない｣と判断 L/Jh',｢鼓判所は明らかに管轄権を有さない｣と結
(1】) OmarASLAOUI.Lpscuncluslu〃LMI/ezlrSm()dzfLCal()nSe7f･ruledlJrejZLdzclalrL,lJIlcrnal()〝a/p
その変史｣Er.HI一に崎シーボルト大学国際情報学部紀苛6号-(2005年)107貞(,
(121CR2005/19rRwanda,Mr.Greenwood),p22(paralA21
(13)CR2005/17(Rwanda,Mr.Greenwood).I)46(par°48)
(14).4NalredeLMrltule'LMrmieL'lSurlc/(-rrtl'ZreduC('tgu()10uT･elereql/e^le 2002)(RdfWblqZLC
L/p-m()(ralzqzLC(JuC(nzFl()CRu)a7da),OrdonnancL,du10Ju】Hel2002,para91.
(15)lbld.para.90
(161J4jlZzlrerelatltlealalCe'l/C'lJeremf･/oLdplaj/ノrrC(i'()zLguJlJZ/.leCEsbagle).OrdonnarlCedu2
Juln1999,CIJReczEe711999(II),p｡772(para33),IW/lJlren/aluealalCeJlddr/'emJ)lmdpla
/orce(youg'∫/a7JZel.丘tals-unsd'AmF,I,qlLP).0,donrlanCedu2Juln1999.CIJ.RecILCZ1
1999(II),p.924(para25).
(17)lbld.,p.773(para35),p.925(para.29)
(18)CR2005/17(Rwarlda.MrGreenwood),p.30(para2.58),p,37(para.36)
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(判決25項)｡このように,2つ事件の判断が逆転した押由は.｢管絹若様の明白な欠如｣の
有無に見出される亡,
ところが,武力行使事件における9条留保 (米国とスペイン)とコンゴ事件における9
条留保 (ルワンダ)は同一の内容である〔)では.上記のような判断の相違はなぜ生まれた
のであろうか｡この点については,ルワンダが主張するようにlL9',武力行使幸作では管轄
権の基礎がジェノサイド条約9条だけであり,｢苧絹無権の明['1な欠如｣を認定し易かったの
に対して,コンゴ事件では他にも多数の条約が採用されたため.管轄権欠如が明白とまで
は言えなかったと解する他はなさそうである｡それ故.裁判所の判断を敷桁すれば,数多
くの管轄権根拠を提示する方が,仮保全措帯段隅で ｢管轄権の明白な欠如｣を認定される
危険は小さくなるということができよう｡
4.交渉前置要件
本件の管轄権判断に関しては,マヴング特任判事 (コンゴ側選任)の反対意見を除き,
裁判官少数意見の中にはほとんど異論は見られないが,唯一異論があったのは,女子差別
撤廃条約29条1項 (裁判十､鳥亡条項)の交渉前借要件に関するものである｡〕裁判所は,｢RDC
が二国間レベルでも多匡l間レベルでも,ルワンダによる国際人権法の違反に抗議した｣こ
とを認めつつ,｢女+差別撤廃条約29条により,同条に関する両国間の紛争が交渉の対象と
なることが求められるのであり.RDCが本条約の解釈又は適用に関する交渉を開始しよう
としたことを示す証拠はない｣と結論付けている (判決91項)｡すなわち,RDCは様々な
場面で国際人権法違反を主張したが,具体的に女子差別撤廃条約の解釈又は適剛 二関する
交渉は行っていないので,交渉前置要件を満たさないというのである,
他方,この点で当然に4-.じる疑Pr!=ま,二国間交渉又は多抑制交渉において.特定の条約
や具体的な条文を提示しないと,交渉前置要件にいう ｢交渉｣に該当しないのか,という
点であるoこの一触二ついて,コイマンス判事とアル.ハサウネ判事は,交渉前置要件に関
する裁判所の解釈が厳格に過ぎると批判しているOコイマンス判事によれば,本件のよう
な多面的な抗争の場合に.裁判所のように個別の条文の提示まで求めるのは非現実的であ
るという'20㌧ 同様に,アル .ハサヤネ判事によれば,一般に二国間の紛争は ｢広範で多面的
な側面を有する｣ものであり.特定の条約に依拠した主張が展開されるか両かは,文脈と条
約内芥によって異なるという.っさらに本件では,一般的な形で人権促害に言及していれば 卜
分であり.特定の条約に依拠 した主張を要求するのは非現実的であり12】＼先例においても
蓋然性基準(plauslbilitytest)によって裁判付託条項は拡大解釈されていたという 2`2㌧ それ
二 放,同判事は,アフリカ人権委員会や[]il連安保坪における抗議の中で RDCが人権侵害に
≡ 触れていることをもって,交渉前帯要件は満たされるというのである(23.0
(19)CR2005/19(Rwanda.Mr,Greenwood).p.12(para.1.13)
C20)DeclarationDHudgeKoolJmarlS.para.7
(21)SeparateOplmOnOfJudgeAl-Khasawneh.para7
C2)lbld.,paras.9-10.
cZ3)lb7d,para.13
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確かに,アル ･ハサウネ判事が引用するように,ニカラグア事件では交渉前置要件は厳
格に解されていない｡本件で問題となったのは1956年の通商航海条約19条 (裁判付託条項)
の交渉要件であり,米国は,｢ニカラグアは交渉中に当該条約の適用又は解釈を一切提起し
なかったJと主張し,交渉要件を満たさないと主張した｡これに対 して裁判所は次のよう
に述べている｡｢国家が他国との交渉に際して特定の条約に明示的に言及していないからと
いって,当該条約中の裁判付託条項を引用することを妨げられることにはならないr21.｣｡
こうした判断に比べると,交渉前置要件に関する本件 (コンゴ事件)の裁判所の立場は厳
格であり.具体的な事案においては非現実的な要請となる可能性も否定しきれない｡ただ
し本件では.RDCIRuの行為にも問題があった｡ ドゥガー ド特任判事が指摘するように,
｢交渉｣に際 してRDCは,拷問禁止条約や自由権規約を想定しつつ ｢国際人権法の違反｣
を主張 していたが,ICJの管轄権の基礎として援用し得るものが女子差別撤廃条約29条し
かなかったため,同条約に関する交渉があったと主張 しているのである 2`5㌔ このような
RDCの主張を認めると,｢国際法違反｣を主張してさえいれば,あらゆる条約の交渉前置
要件を満たすことになり.むしろ同要件を過度に程和させてしまう危険がある｡それ故,
交渉前置要件に関する裁判所の判断は,一見すると厳格なように見えるものの,本件に関
しては妥当な判断であったと言えよう0
5.強行規範の辛認
本件の判決の中で唯一裁判所が踏み込んだ見解を示したのは,ジェノサイドの禁止を強
行規範と認めた点である｡裁判所は,｢ジェノサイドの禁止がまさにこのような [強行規範
たる性質を有する]場合にあたる｣と明言している (判決64項)｡この点に関しては訴訟当
事国の見解も-鼓しており(261 裁判官の少数意見の中にも異論は見られないr,ICJは既に
1996年に,｢ジェ ノサ イド条約に記 された権利義務は,対世的な権利義務 (droltSet
oblgatlOnSergaOmneS)である｣と述べていたが 27),他方で,ウィーン条約法条的 (1969
午)において強行規範が実完国際法上に登場して以来,裁判所は幾度も機会を有していた
C24)CaseLl(WLCernZngMltlarya71dParanl/ltaryALtlUlleSlnandagalfLSlNicaragua(NicaraguaT'
UfLledStatesnfAmerlCa),Judgmentof26November1984.ICJ.Reports1984.p428(para.
83).
C25)SeparateOpln)OnOfJudgeadhncDugard-para.18
Cz6)CR2005/18(C()ngo,M,Akele),pp20-21(para43).CR2005/19(Rwanda.Mr.Greenwood),
p12(para1.13).
C27)AjfaTrere/alzvearaZ･L)/lCat10nde/aCo/IL7e7ZtZr)l♪')LET/a♪rdvelTho71el/are'press2071ducrlmL7(/u
ge'71OCzde(Bosme-Herze'guvmec.l'(JugOSlavze),ArretdullJulHet1996.CJJRecuel11996(II),
p616(para31).
cz8)なお,ニカラグア事件 (1986年判決)では,｢武力行使禁1日こ関する国連憲章規完は強行規範の
性質を有する国際法規則の顕著な例である｣というILCの見解 (条約法条約の起草過程)が引梢
されているoLlaseconce77711gMl/l由7･yandPanmLllklTDrAc加Ihesmandagu17Li.tNtcaTlagua(Nzcara-
guav.UnltedStatesofAnlerlCa),Judgmentot27June1986.I.CJ.Reports1986,pp100-101(para,
190)
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は,人道法の基本原則が ｢国際慣習法の違反し得か ､諸原則｣(intransgresslb】eprincIPles
約法条約53条)に該当するという主張に対 しては.｢規範の法的性質に関わる問題｣であ
り,総会の諮問内容ではないと述べて判断をFpl避したLjU'O同様に,逮捕状事件 (2002年)
において.強行規範に起因する人道に対する91に関しては犯除規則の例外であるというへ
以上のようなICJの消極的な態度とは対捌 勺に.その他の国内裁判とl_iJl祭裁判では.近
年.強行規範の認'走だけではなく,その法的効果を含めて幅広い議論が媒開されている､
1つE]は.強行塊範に反する行j射二ついての外lJll七t家免除の否認諭であるL32.し､2つrlは,
拝‖祭刑小法分野における強行規範論であり,例えば Furundzりa-LIL'件 (1998年)において
ICTYは,拷問禁Jl頒則が強行規範であり.｢国際的階層において上位の地位を占める｣と
ての同は,拷fHlを行った被疑者が自凶の管轄権内にある城糾 二,この被疑者を捜査,訴乱
処罰し,又はIjZ渡すことができる｣と述べている'31/｡このように,近年,強行規範に関す
る裁判例が幾つも見られ,しかも横棒的な見解が不縁 -なまま1位存する相 見が発生してい
~7
/J u
他J)で,本件 (jンゴ事件)の ICJ判決に関して請えば,強行規範の認定が行われたも
のの,この認JjEが事案の処坪を大きくiliTTした訳ではなかった.ジェノサイド禁l卜が強子J二
規範であっても,裁判管轄権とは無関係であり,ジェノサイト条約9条に付された留保は
イJ∵効と判断されているからであるoそこで次に,強行規範の法的効果について検討するこ
とにしよう｡
6,強行規範と裁判管轄権
強行規範の認定が舶ミ掴勺であったのとは対照的に,その法的効果に関する判断はまった
くLO_l期的なものではなかったnというのも,本件の事案の処f削二関して重安となる強行規
範と故判管轄権の関係について,裁判所は先例 凍 チモール事什)の判断内容を繰 り返 し
ただけだからである｡すけ モール事件において ICJは,人上tの自決権が対世的性質をjlす
ることを認めつつも,｢規範の対世的性質 (theerjl(1('m71e∫Characterofanorm)と管轄
CZg)Legally()ilhE,Threa/,)7･Ust,()fNu(.lL,aTtVcL7♪()75.AdvIS(1ryOplnionof8July1996,ICJ.
Rt,♪()7･ltT1996(I),p.257(parat79)
(3O) lbld,p258(par°831.
(31) A/fa7rt7〃イatlueauMalZdatd'arrc7dZ/llaT,712000(Re'F,ub/lqueHelm()crlJhlJuE,duCLmg()C.
BE,lglque),Arretdu14fevr肥1･2002,CI.jRerlLel/1)002,p23tpara.56),CR2001/9(BelglqUe,
M,F)avld),pp24-25(par°.42)
L32)Lc･rnaMCGREGOR,"Statelmmun】tyand/tL∫C()JilPTL('JC.上.0,V｡155(20O6),pp437-445,
水島朋別 ｢国際強行規範違反行為への外剛]Li家免除のli,J,ヒ論について｣浅田ITJ_彦舶 F21仲紀川際
法の課題』(安藤イ介先生古布自己念1(有信,$l高文祁 2006年)97日′
(33) P7VSCCul()r〟A7T/()F〟γ〟Mdzzja,1T-95-17/1-T.Judgmentof10December1998,para153.
(31)lbzd.,par°155.
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この ｢対世的性質｣の部分が強行規範に置き換えられたに過ぎないし)本件と束チモール事
件を結合すれば,仮に違反された(と主張される)実体法規が対世的義務や強行規範であつ
ても,これら実体法規範の性質は政判所の管轄権設定 (同意原則)には無関係ということ
になる (判決1251fl参月別｡結lL.i.国際法上の実体法と手続法は連動しておらず,通常のlrl
際法違反の場合と同様,強行規範に反するいかなる法律行為を行っても,管轄権の基礎が
なければ裁判付託は不可能である｡ ドゥカー ド判事やコロマ判事が指摘するように,たと
えジェノサイドの禁止が強行規範であったとしても.そこから直ちに裁判所の管轄権に同
ただし,本件では.強行規範の違反から直接的に裁判管轄権の設定 (提訴権)が導かれ
るという議論が展開されていた訳ではない,そもそも裁判所がジェノサイド禁ILを強行規
範と認めたのは,強行規範に反する留保は無効であるというRDCの主張に応えるためで
あった (なお,RDCが強行規範を根拠としたi=瀧 を展開したのは,ジェノサイド条約9条
の留保,人種差別撤髄条約22条の留保,条約法条約66条に関する3つである)O本件で問題
となったのは,むしろジェノサイド条約9条に対する留保の有効性の問題である｡次にこ
の点を検討しよう｡)
7.強行規範と留保
本件において RDCは,強行規範はいかなる逸脱も許されない規範であり,いかなる留
保の対象ともならないと主張し1`7㌧ ルワンダの9条留保が無効であると主張した,ところ
が,翻って鑑みるに,強行規範規定に対する留保は無効なのであろうか｡留保の有効性判
断に関しては.条約の趣旨及び目的との両､‡性 (条約法条約19粂(Cりが基準とされるのに
対して.強行規範は抵触する条約を撫効とするものであり (同53条).本来,両者の間には
関係がない｡この点で,規約人権委員会の一般的意見24(1994年)は,｢強行規範に反する
留保は規約の趣旨及び目的と両立しないであろう｣と述べ 38'.2つの概念を連動させてい
る｡他方で,ILC特別報告者プレ (AJalnPelet)の ｢条約の留保に関する第10幸腔;･杏｣
(2005年6月)では.結論として強行規範規',Eに対する留保は認められないとしつつも,
強行規範と両立性基準を直接的に接合するのではなく,強行規範からの逸脱の禁lLは ｢一
方的行為を含むすべての法律行鵜を対象とする｣ため,強行規範規定への留保は認められ
(35JCqLWCO"Cgrn7"aEastTlmOr(PortujTG/T,A〟Jlrala)･Judgmentof30June19951I･CJ･Rep,jrls 二
199D-,P,102(para29)
bG)DLSSentlngOplnlOnOfJudgeKor()rna,para22,SeparateOpln10nOfJudgeadhl)(Dugard. O
para3.
87)CR2005/18(Congo.M Akele),pp20-21〔p,11･a43,i,(M Ntumba),p.45(par°.341
細 Comlt占desdroltSdetlhomme,Observatl()ngenerateno24,CCPR/C/21/Rev1/Add,6,ll
novembre1994.para8.
日9)C.D.I.DIXlemerapportSurlpsreservesauxtralteSparAlalnPelet.A/CN.4/558/Add1.
para135
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他方で,ICJは本件 (コンゴ事件)においてこの論点に一切触れなかった｡確かに就判
所は,9条留保がジェノサイド禁止の実体義務 (強行規範)と無関係であると述べており
(判決67項).9条留保が強行規範規定-の留保ではないという点を強調しているようにも
見える｡ただし,裁判所は9条留保の有効性を認めつつも,その根拠は,9条が強行規範
ではないからではなく,あくまでも9条留保が条約の趣旨及び目的と両立するからと述べ
ている (判決67判 )C同様に,裁判所は実体規J,主(ジェノサイド禁止)が強行規範であると
しつつも.そこから直ちに条約2条や3条に対する留保が無効であるとは述べていない｡
すなわち.強行規範規定に対する留保が,それだけで直ちに撫効とされるのか否かについ
て,故判所は一切触れていないのであるU
であるとすれば,ジェノサイド禁ILが強行規範であるという裁判所の認定は,9条留保
の有効性を導く上で不可欠の判断ではなかったということができる｡この点は,人種差別
撤廃条約22条を巡るICJの判断からも明らかである｡本件で RDCは,ジェノサイド条約
9条に関する議論と同様に,人種差別禁止が強行規範であり,同条約22条に関するルワン
ダの留保は無効であると主張していたが (判決78項),ICJはジェノサイド条約9条に関す
る判断を参照しただけで,人種差別の禁止が強行規範であるか否かを述べることなく,条
約22条に付されたルワンダの留保が条約の趣旨及び目的と両立すると判断しているのであ
る (判決77項)0
8.両立性基準の適用方法 (ジェノサイド条約の趣旨及び目的)
次に問題となるのは,強行規範の議論から離れて.9条留保がジェノサイト条約の趣旨
及び目的と両立するのか否か,換言すれば,同9条がジェノサイド条約の趣旨及びE]的を
体現しているのか否かという点である｡裁判所はこの点に関して次のように述べている｡
｢ジェノサイド条約9条は裁判管轄権に関するものであり,ジェノサイド行為そのものに
関する実体義務 (lesobligatJOnSdefond)には影響しない｡本件の状況において,条約の
解釈,適用および履行に関する紛争の解決のための特別の手続を排除するためのルワンダ
の留保は,条約の趣旨及び目的と両立しないものとはみなされない｣(判決67項),)裁判所
のこの判断は,仮保全措置命令 (2002年)の判断を繰り返したものに過ぎないが,2002年
の命令では,このJ山こついてより詳細な形で述べられていた､〕すなわち,｢[9条の]留保
は法の実体に関わるものではなく,裁判所の管轄権のみに関わるものである｡従って,当
該留保が条約の趣旨及び目的と両立しないものであるようには見えない仙`｣(強調玉b])o
このように,裁判所は両立性の判断にあたり,実体規定と手続規定の区別を重視し,手続
= 規定であることを埋け=こ留保が条約の趣旨及び目的と両立し得ると解している(l ｡このよ
元
恥)AjfazTedesactlI)ltelsarmiesfurLetent(JlreduC()ng()(noul,eleTeqLP'te.2002)(Re'publque
de'mucTahqueduCung()C.IPwanda),Ordonnancedu10｣ullet2002,para72なお,2006年判決
は ｢管轄権にのみ関わる｣という表現や ｢従って｣という表現を用いておらず,2002年命令に比
べると実体規定と手続規定のLi別に関して表現が哩味になっているo
(41) A一exanderORAKHELASHVILⅠ∴■CaseconcernlngArmedActlVltleSOntheTemtOryOfthe
Congo(DemocratlCRepublCOftheCongo7,Uganda)'JC.LO‖vo155(2006),p759
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うな二分論は,既にプレの第10報告書 (2005年)の中で示唆されていたものであり,同報
告書では,｢強行規範である実体規定 (1adlSpOSlt10ndefond)に対する留保ではなく,条
約関係を規律する 『二次的』条項 (artlCles《secondalreS》)(コントロール,紛争解決,解
釈)に対する留保によって実体規定の効力を制限することができる｣と述べられているLJ2.し)
ところが,裁判所のように,実体規定と手続規定の単純な二分論に基づいて両立性基準
を適用することには問題がある｡紛争解決義務 (条項)が条約の趣旨及び目的を体現する
ものである場合には,裁判付託条項に付された留保は条約の趣旨及び目的と両立しないか
らである(43)｡共同個別意見によれば,例えばIL]由権規約の報告手続規定に対する留保は両
立性基準を満たさないと言う14'oこのように,手続規定と実体規定の二分論は両立性の認
否に直結する訳ではないため.管轄権規定 (手続規定)に対する留保が常に両立性基準を
満たし,有効であると一般化することは避けるべきであろう145)o従って,ここで検討すへ
きは,特定の条約中の手続規定が.当該条約の趣旨及び目的の中心的な位置を占めるか否
かという個別的な問題である｡
では,ジェノサイド条約9条は.同条約においていかなる地位を占めるのであろうか｡
この点についてRDCは次のような議論を展開している｡すなわち,留保は,強行規範と密
接抵触することを避けると同時に,強行規範の実施を妨げることも避けなければならない
という(46'｡すなわち,強行規範 (ジェノサイド禁止)を保護するICJの任務を妨げるよう
な留保 (9粂留保)も認められないというのである (47)0
共同個別意見は,ジェノサイド条約9条が伺条約上で ｢重要な役割｣を担っており,条
約の ｢履行｣に関する紛争をも対象とすることを強調し,9条留保が条約の趣旨及び目的
と両立することは自明ではないとするし仰｡コロマ判事は,より端的に.9粂留保は同条約
の趣旨及び目的と両立しないと主張 し,次のような議論を展開している｡第 1に.裁判付託
条項に対する留保は,それ自体では条約の趣旨又は目的と両立しないものではないが,留保
の対象が条約の存在理El(therajsond'etre)を構成する条文である場合は両立しない仰 ｡
(42)CD.I,DIXlemerapportSurlesreservesauxtraltesparAlalnPelet,A/CN 4/558/Add.1,
para137
也3)ibld.para96.0bservatlOnSg台n台ralenu24.Supranote38,parali一
払4)JointSeparateOplnlOnOfJudgeHlgglnS,JudgeKoolJmanS.JudgeElaraby.JudgeOwadaand
JudgeSlmma,para21
錘5) Tbld.,PhllppeWECKELetGullaumeAREOU.～Arretdu3fevrler2006ActlVlt台Sarmies
surletemtoLreduCongo(nouveuerequite)(RDCc.Rwanda)》,RG.D.IP.tome110(2006).
p.492
h6)CR2005/18(Congo,M.Ntumba),p46(para.38)
47)CR2005/20(Congo,M.Ntumba).p.12
錘8)JointSeparateOplnlOnOfJudgeHlgglnS,JudgeKooりmanS.JudgeElaraby,JudgeOwadaand
JudgeSlmma.paraS.28-29.
(49) ここで用いられている ｢条約の存在理由を構成する条文｣という文言は,プレの第10報告書の
草案3.1.13の文言を援用したものであるo同条は次のように規定しているa｢紛争解決条項に対
する留保は,以下の場合を除き,それ自体で条#)の趣旨及び目的と両立しないものではないrJ1)
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第2に,ジェノサイド条約の趣旨及び目的はジェノサイド凱rの防止と処罰であり,これは,
条約 1.の義務違反が明らかになった場合に現紳 懐 に責任をとらせることを含む,第3に,
国家責任の問題を根うのは条約9条だけであり,同条が条約の趣旨及び目的の実現にと-,
いる｡
(ジェノサイド汎 L)の′丈規を確保 し,条約を実効的に機能させるためには.同9条の裁
ている裁判条項等を,すべて条約の ｢存在軌吊 に該'!']1るものとみなすことは難 Lいと
言わざるを得か ､L,また,ジェノサイド条約の普遍性を確保するためには,9条留保を認
避けるべきであるが.ジェノサイド条約に関Lて言えば.9条が条約の ｢存在理n｣その
ものであり,9条鞘保か条約の趣旨及び目的と向iLしないと解するのは困難であろうL,
なお,この一4日二関 して,本什の ICJの判断と対照的な判断として想起されるのが,
LoIZldou事件における欧州人権税制所判決である｡本件では,欧州人権条約25条と46条の
管轄橡条項に付された ト)i,コの官‖呆 (誹域的制限と将IrlE,]的制限)が｢lH題となったが,裁判
該留保が有効ではないと判断し,管轄権を認めた (1995年の先決的抗弁判決P 5.｡〕それ乱
紛争解決条項に如する留保は条約の趣旨及び目的と両立しないという判断を人権裁判所が
下したと解L得る余地があるが.本件判決に関しては,欧州人権批判所の特殊性に留意す
る必要がある｡欧州人権裁判所は,条約25条および46条が ｢条約システムの実効性にとっ
て不可欠の条項｣であるとしつつ,これらの条項を解釈するにあたっては ｢人権と基本的
自由を射.i1日勺に保証するという条約の特殊性 (caract占resingulier)を考慮 Lなければなら
ない'54｣と述べているのであるrJすなわち,同裁判所の判断は,一般国際法の文脈からは
なお.こうした他の裁判所の判決に対するICJの評価は明らかではないが,これを示唆
留保が付された条Jjiが条約の存Jr_理山を構成する場合｣｡DIXlemerapportSUrLpsreservesaux
tralt白sparAlalnPelet,A/CN.4/558/Add1.para,99
(En)DISSentlngOplnlOnOfJudgeKoroma,paras.Ill-13.
(5】lA一exanderORAKHEl.ASHVILl‥～〟1)r〝note4l,p759,760
(52)PhilPPeWECKELeLGulLlaumeAREOU,sILPyanote45,p.490
二 (531.Wa'rl,i(〝ZLdot" .Turq〟le(nn40/1993/435'514),arrさt(exceptlOnSPrelminalreS)du23
七 mars1995.paras89el105なお,本件において,トルコの酬束を無効であると判断するにあ[=っ
て欣州人権赦判所が強行規範概念を持ち出していない一和こけ意LなければならないL,GCOHEN-
JONATHAN,≪L'afalreLoIZLdoLldevant】aCoureuropビビnnedesdroltSderhomme.Quelques
observatlOnS》,RGDIP,tome102(1998),p.129.
(54)lbld.,para70
L551GCOHEN-JONATHAN.stLPrlJnote53.p.129.なお.本作の欧州人権裁判所の判断の中で議論
を巻き起こしたのは.留保の分離[･J一能性 (dLVLSlbLl】Le)に関する判断であるOすなわち.虹効であ
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するものとして.lCJは仮保全命令 (2002/il-)において次のように述べている｡｢異なる性
質を有する諸裁判所において様々な解決方法が採用されていることは重要ではか -｣(命令
72項),Jすなわち,ICJは他の裁判所において展開されている強行規範や留保を巡る議論に
ついては重要性を認めず.考慮しない立場を示したUこのようにICJが他の親判例を楕棟
的に排除する見解を示すのは稀有なことであると思われるが,このことはむしろ,強行規
範を巡る近年の裁判例について,ICJが参照 し得るほどの統一性や一般性が見られないた
め,留意する必要がないと評価されていることを示している＼:'6Jo
なお,最後に,lCJは9条留保の有効性判断に関して,強行規範論や両立性論とは異な
る論点を付け加えている｡すなわち,｢ルワンクがシェノサイド条約に加入し,[9条へ]
確かに,異議の欠如1という判断は,9条留保が有効であるという裁判所の判断の理由付け
の中では補足的な位置付けしか与えられていない｡ところが,既にICJが1951年の勧告的
意見で述べていたように,ジェノサイド条約において ｢締約剛 ま固有の利益を有さず,)L二
通利益を有するだけである(58-｣oすなわち,ジェノサイド条約は.r条約_Lの拘束を超えて｣
二国間関係に還元され得ない特殊な法構造をilしているため,留保に対する発議の有無と
9.集約法集約の慣習法性
本件の裁判所の半u断においては,条約法条約の特売の条文が慣習法か否かという点が,
事案の処軌 二際して重要な位帯を占めることになった｡条約法条約 4条が不遡及適用原則
を定めているため,本件の関連条約に関して条約法条約を直接適用し得ない状況が生じた
からである｡この点で問題となったのは,条約法条約66条と同22条3項であった,
裁判所は条約法条約4条 (不遡及適恥 を適用し,ジェノサイド条約と人種差別概廃条
約が条約法条約以前に締結されていることを確由として条約法条約66条を適用 しなかっ
た｢,これに付随して,裁判所は同66条が慣鞘 封ヒしていないと述べている (判決125項Jo
他人 これとは逆に.裁判所はジェノサイド条約9条にイ｣されたルワンダの留保の撤回に
ついて検討する際に,当該留保の轍剛 垂加がないことを群山に留保撤回を否認したが,こ
の撤L｡)通知に関する規則に関して次のように説明している訂他の条約締約国が留保撤b]の
る留保部分は分離pT能であり,管轄権の′受諾,['l体は有効なものとして残存するため,管轄権が認
められるというものである (判決90-981flL なおこの論点については,中野徹也 ｢条約法条約に
おける留保の ｢有効性』の決定について (二 ･J,呂)｣関西大学法学論集49巻 1号 (1999咋)80-90
ft参照｡
(56)ただし,他の裁判所への配慮からか.裁判所は2006年判決の中ではこの瓜 二ついて一切告及L 二
ておらず,単に.国際刑事裁判所規程120条 僧 保の栗山 が本件とは無関係であると述べるだけ 六
である (判決66項)0
(57) 1)07rauSl.AjfaZredosarltZ,7'fe'sarmF'E,."urleferritr)LrPduCongo(710ul,elereq〟E;lc 2002)
(Rp-pub/Lol(1ddmocraflquedlLCn)lgOC.Ru)and(i),Ord()nnancedu10julle〔2002,para72.
(58lRelseruesalaColue712()u/)uarla♪rerT)eltll)/日,llarEi♪ressT'()lducrlmFdegeJnorlde,Avls
consultatlfdu28mat1951,C.I.jRe亡uL,l1951.p23.
(59)PhlippeWECKELetGullaumeAREOU,LWJ)ranote45,p491_
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通知を受領しない限り.当該他国に対して留保撤klJが効果を有きないというのは,法的安
定性の原則 (princIPedesecuritejurldlque)からヰし,実行上で十分に確任した国際法規
則であるoこの規則は条約法条約22条3割a)にも示されている｣(判決41項).ここで裁判
所は,同22条3項a)が慣削去であると明言していないが,実行上確立している国際法規則
であると述べており,慣習法たる性質を認めているものと解するのが妥当であろうoこれ
は,先に見た条約法条約66条の判断と対比すると明らかであるoまた,条約法条約4条の
不遡及適用原別により,仮に条約22条3項a)が国際慣削圭でなければ,同条はジェノサイ
ド条約 (に付された留保の撤回通知に関する問題)には通用し得ないはずである｡このよ
うに,本件で赦判所は,条約法条約の中で慣習法化している条文 (22条3項a))と慣習法
化していない条文 (66条)を区別しているのである.｣
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